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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第59期

第１四半期連結
累計期間

第60期
第１四半期連結
累計期間

第59期

会計期間

自平成28年
　４月１日
至平成28年
　６月30日

自平成29年
　４月１日
至平成29年
　６月30日

自平成28年
　４月１日
至平成29年
　３月31日

売上高 （千円） 2,272,667 2,535,765 12,154,301

経常利益又は経常損失（△） （千円） 66,612 △65,048 589,522

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益又は親会社株主に帰属

する四半期純損失（△）

（千円） 51,081 △51,610 374,493

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 34,618 △42,329 415,973

純資産額 （千円） 6,519,395 6,841,651 6,900,387

総資産額 （千円） 10,296,814 10,979,673 11,768,484

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）

（円） 3.14 △3.18 23.05

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 63.3 62.3 58.6

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載して

おりません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当企業集団が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主

要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において、当企業集団が判断したものでありま

　す。

 

（1）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益や所得環境の改善による個人消費の持ち直しや、企

業収益の堅調な推移等、緩やかな回復基調が続いているものの、米国や欧州の政治動向等不透明感も引き続き懸念

され、依然として先行きは不透明な情勢が続いております。

　当建設関連業界におきましては、公共投資や民間建設投資は全体として底堅い動きで推移している一方、建設技

能労働者の不足による労務単価の高止まり、受注競争の激化等、厳しい環境が続いております。

　このような状況下、当企業集団は、社会資本整備の一翼を担う企業集団として、東日本大震災等各地で頻発する

災害の復興支援を継続して行っていくとともに、新たな管理本部のもと業績・管理両面での徹底した改革を推進

し、採算性を重視した方針のもと営業活動を展開してまいりました。

　その結果、受注高は、前期の反動減や予算執行の遅れも響き、前年同期比35.4％減の2,382百万円となりまし

た。売上高は、期初の受注残高が前年同期に比べ増加していたこと及び前期の受注が損益に寄与し始めたこと等か

ら、前年同期比11.6％増の2,535百万円となりました。

　利益面につきましては、営業活動に必要な情報網を整備する体制を構築しつつ、前期より全社横断的に発足させ

た活性化委員会主導による徹底した原価管理・経費の縮減に一丸となって取り組み、一部ではこれが奏功しつつあ

るものの、全体の固定経費等の吸収までには至らず、営業損益は72百万円の営業損失（前年同期は59百万円の営業

利益）、また経常損益は65百万円の経常損失（前年同期は66百万円の経常利益）、親会社株主に帰属する四半期純

損益は51百万円の親会社株主に帰属する四半期純損失（前年同期は51百万円の親会社株主に帰属する四半期純利

益）となりました。

　当企業集団の前期繰越受注高、受注高、売上高、次期繰越高は次のとおりであります。

 

期間（年度）別
前期繰越受注高
（千円）

受注高
（千円）

売上高
（千円）

次期繰越高
（千円）

前第１四半期連結累計期間 6,634,683 3,687,108 2,272,667 8,049,124

当第１四半期連結累計期間 7,710,111 2,382,156 2,535,765 7,556,502
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　当第１四半期連結累計期間のセグメント別の業績は以下のとおりであります。

 

（土木関連事業）

　法面保護工事が主体の当事業は、災害復旧・復興関連の受注案件が一巡したこと及び予算執行の遅れが一部で見

られた結果、受注高は前年同期比30.8％減の374百万円となりました。また、期初に有していた仕掛案件が前期に

比べ減少していたこと等から完工に至った工事案件も減少し、売上高は前年同期比34.0％減の412百万円となりま

した。利益面につきましては、前連結会計年度に引き続き受注案件の事前調査の徹底による不採算工事の排除や、

原価管理方針の徹底方針を継続しているものの、固定経費等を吸収するまでには至らず、34百万円の損失（前年同

期は40百万円の営業利益）となりました。

　当セグメントの前期繰越受注高、受注高、売上高及び次期繰越高は以下のとおりであります。

 

期間（年度）別
前期繰越受注高
（千円）

受注高
（千円）

売上高
（千円）

次期繰越高
（千円）

前第１四半期連結累計期間 943,564 540,613 624,657 859,520

当第１四半期連結累計期間 796,908 374,122 412,452 758,578

 

（建築関連事業）

　医療施設向けの放射線防護、電磁波シールド工事等が主体の当事業は、業界内での当企業集団の優位性を背景と

して、営業上の新たな施策を導入する等、受注環境は良好であるものの、発注が遅れている案件が相当程度あるこ

とから、受注高は前年同期比23.7％減の1,286百万円となりました。売上高につきましては、期首の手持工事が前

期に比べ増加していたことから、当第１四半期に完成した案件も多くあり、売上高は、前年同期比14.1％増の

1,076百万円となりました。利益面につきましては、売上高の増加による利益増額となった他、原価管理の徹底と

作業の平準化による効率化により、採算性が相当程度改善されてきており、営業損益は、前年同期比40.5％増の95

百万円となりました。

　当セグメントの前期繰越受注高、受注高、売上高及び次期繰越高は以下のとおりであります。

 

期間（年度）別
前期繰越受注高
（千円）

受注高
（千円）

売上高
（千円）

次期繰越高
（千円）

前第１四半期連結累計期間 3,218,351 1,686,037 942,894 3,961,494

当第１四半期連結累計期間 4,112,494 1,286,258 1,076,178 4,322,574

 

（型枠貸与関連事業）

　消波根固ブロック製造用型枠の賃貸及びコンクリート二次製品の販売が主体の当事業は、震災復興支援関連の受

注が一巡したほか一部に公共事業の予算執行の遅れが受注の遅れを招いている案件もあることから受注高は、前年

同期比51.0％減の706百万円となりました。売上高につきましては過年度に受注していた案件が売上高に寄与し始

めたこと等から前年同期比51.5％増の1,021百万円となりました。利益面につきましては、売上高の増加はありま

したものの、比較的採算性の良い事業分野が伸び悩んだこと等から固定経費を吸収するまでには至らず、営業損益

は61百万円の損失（前年同期は29百万円の営業利益）にとどまりました。

　当セグメントの前期繰越受注高、受注高、売上高及び次期繰越高は以下のとおりであります。

 

期間（年度）別
前期繰越受注高
（千円）

受注高
（千円）

売上高
（千円）

次期繰越高
（千円）

前第１四半期連結累計期間 2,188,199 1,441,798 674,433 2,955,564

当第１四半期連結累計期間 2,560,166 706,143 1,021,917 2,244,391
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（その他）

　その他には、不動産賃貸事業、戸建住宅販売事業、海外での事業等をまとめてその他としております。不動産賃

貸事業は前年同期と同様に推移しておりますが、戸建住宅販売事業等市況の動向を鑑み、ダウンサイジングしてお

り、受注高は前年同期比16.2％減の15百万円、売上高も前年同期比17.8％減の25百万円となりました。利益面につ

きましては、前連結会計年度において設備の減損を実施したことから償却負担が軽減されたこと等により、営業損

益は７百万円の利益（前年同期は０百万円の営業利益）となりました。

　当セグメントの前期繰越受注高、受注高、売上高及び次期繰越高は以下のとおりであります。

 

期間（年度）別
前期繰越受注高
（千円）

受注高
（千円）

売上高
（千円）

次期繰越高
（千円）

前第１四半期連結累計期間 284,567 18,659 30,682 272,544

当第１四半期連結累計期間 240,541 15,632 25,216 230,957

 

（2）財政状態

　当第１四半期連結会計期間末（平成29年６月30日）における総資産は、前連結会計年度末（平成29年３月31日）

に比べ、788百万円減少し10,979百万円となりました。減少した主な要因は、前連結会計年度末に計上された営業

債権の回収により生じた資金の利用による減少等であります。

　一方、負債合計は、前連結会計年度末に比べ730百万円減少し4,138百万円となりました。減少した主な要因は、

工事未払金等仕入債務の支払いによる減少のほか、未払税金の納付による減少であります。

　純資産は、剰余金の配当による減少が16百万円、当第１四半期連結累計期間の親会社株主に帰属する四半期純損

失が51百万円であったこと等から、前連結会計年度末に比べ58百万円減少し、6,841百万円となりました。

　以上の結果、自己資本比率は前連結会計年度末に比べ3.7ポイント上昇し62.3％となりました。

 

(3)経営方針・経営戦略等

　当第１四半期連結累計期間において、当企業集団が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあり

ません。

 

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当企業集団が対処すべき課題に重要な変更はありません。

 

(5)研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間における研究開発活動の金額は13百万円であります。なお、当第１四半期連結累計期

間において研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 66,000,000

計 66,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在

発行数（株）
(平成29年６月30日)

提出日現在発行数（株）
(平成29年８月10日)

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 16,640,000 16,640,000
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数

1,000株

計 16,640,000 16,640,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成29年４月１日～

平成29年６月30日
－ 16,640,000 － 1,120,000 － 1,473,840

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成29年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

平成29年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    394,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 15,998,000 15,998 －

単元未満株式 普通株式    248,000 － －

発行済株式総数 16,640,000 － －

総株主の議決権 － 15,998 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、4,000株含まれております。また、

　　　「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数４個が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成29年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

技研興業株式会社
東京都杉並区阿佐谷

南三丁目７番２号
394,000 － 394,000 2.37

計 － 394,000 － 394,000 2.37

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平

成29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、清流監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 2,084,828 1,976,333

受取手形・完成工事未収入金等 4,828,995 4,150,138

有価証券 291,184 290,110

たな卸資産 172,685 159,203

その他 147,229 189,687

貸倒引当金 △93,016 △88,878

流動資産合計 7,431,908 6,676,595

固定資産   

有形固定資産   

土地 2,028,711 2,028,711

その他（純額） 1,576,297 1,550,807

有形固定資産合計 3,605,009 3,579,519

無形固定資産   

その他 15,315 14,397

無形固定資産合計 15,315 14,397

投資その他の資産   

投資有価証券 433,918 443,726

その他 306,306 288,811

貸倒引当金 △23,972 △23,375

投資その他の資産合計 716,251 709,162

固定資産合計 4,336,576 4,303,078

資産合計 11,768,484 10,979,673

負債の部   

流動負債   

工事未払金等 2,254,119 1,332,534

短期借入金 478,000 625,100

1年内返済予定の長期借入金 480,563 591,897

未払法人税等 204,171 11,004

未成工事受入金 41,785 35,375

引当金 100,225 82,992

その他 445,332 367,235

流動負債合計 4,004,197 3,046,139

固定負債   

社債 23,100 23,100

長期借入金 545,228 785,828

退職給付に係る負債 109,767 112,853

その他 185,803 170,101

固定負債合計 863,899 1,091,883

負債合計 4,868,097 4,138,022
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,120,000 1,120,000

資本剰余金 1,473,843 1,473,843

利益剰余金 4,309,296 4,241,440

自己株式 △68,040 △68,201

株主資本合計 6,835,099 6,767,082

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 91,244 98,210

退職給付に係る調整累計額 △25,956 △23,641

その他の包括利益累計額合計 65,287 74,568

純資産合計 6,900,387 6,841,651

負債純資産合計 11,768,484 10,979,673
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

売上高 2,272,667 2,535,765

売上原価 1,891,657 2,307,455

売上総利益 381,010 228,309

販売費及び一般管理費 321,782 301,100

営業利益又は営業損失（△） 59,228 △72,791

営業外収益   

受取利息 1,332 1,280

受取配当金 5,351 5,277

物品売却益 － 584

受取補償金 － 1,587

貸倒引当金戻入額 8,750 4,734

その他 1,084 883

営業外収益合計 16,519 14,347

営業外費用   

支払利息 6,997 5,641

その他 2,137 964

営業外費用合計 9,135 6,605

経常利益又は経常損失（△） 66,612 △65,048

特別損失   

固定資産除却損 2 113

特別損失合計 2 113

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
66,610 △65,162

法人税、住民税及び事業税 7,524 5,541

法人税等調整額 8,004 △19,094

法人税等合計 15,528 △13,552

四半期純利益又は四半期純損失（△） 51,081 △51,610

非支配株主に帰属する四半期純利益 － －

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
51,081 △51,610
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 51,081 △51,610

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △19,722 6,965

退職給付に係る調整額 3,259 2,315

その他の包括利益合計 △16,463 9,281

四半期包括利益 34,618 △42,329

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 34,618 △42,329

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

１．受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成29年６月30日）

受取手形裏書譲渡高 483,106千円 347,227千円

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連結

累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日）

減価償却費 76,027千円 68,810千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

　配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月28日

定時株主総会
普通株式 16,248 1  平成28年３月31日  平成28年６月29日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

　配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月28日

定時株主総会
普通株式 16,245 1  平成29年３月31日  平成29年６月29日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 
土木関連
事業

建築関連
事業

型枠貸与
関連事業

その他
（注）１

調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

売上高       

外部顧客への
売上高

624,657 942,894 674,433 30,682 － 2,272,667

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

－ － － － － －

計 624,657 942,894 674,433 30,682 － 2,272,667

セグメント利益 40,983 68,052 29,957 10 △79,776 59,228

（注）１．その他には、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、海外事業、ハウジング事業、不動産賃

貸事業等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△79,776千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社

　　費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 
土木関連
事業

建築関連
事業

型枠貸与
関連事業

その他
（注）１

調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

売上高       

外部顧客への
売上高

412,452 1,076,178 1,021,917 25,216 － 2,535,765

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

－ － － － － －

計 412,452 1,076,178 1,021,917 25,216 － 2,535,765

セグメント利益
又はセグメント
損失（△）

△34,354 95,625 △61,979 7,829 △79,912 △72,791

（注）１．その他には、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、海外事業、ハウジング事業、不動産賃

貸事業等を含んでおります。

２．セグメント利益又はセグメント損失の調整額△79,912千円は、各報告セグメントに配分していない全社費

　　用であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又はセグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純

損失金額（△）
3円14銭 △3円18銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は親会

社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（千円）

51,081 △51,610

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額又は親会社株主に帰属する四半期純損失金

額（△）（千円）

51,081 △51,610

普通株式の期中平均株式数（千株） 16,248 16,244

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年８月10日

技研興業株式会社

取締役会　御中

 

清流監査法人

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 加悦　正史　　印

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 安田　　裕　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている技研興業株式会

社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平成

29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、技研興業株式会社及び連結子会社の平成29年６月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管している。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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